
【新型コロナウイルス感染症が都民の意識・生活を変える】

・新型コロナウイルス感染症への対応として「新しい日常」
・「ポスト・コロナ社会」において、都民の働き方、住宅に対する価値観等が大きく変容する可能性

【新技術の普及により多様な生活スタイルが実現でき
るようになる】

・５GやIoT等新たな技術の普及

・住まい方や住宅に対するニーズの多様化

諮問にあたっての問題意識

【人口・世帯数がピークを迎え、 減少に転じる】

・総人口のピーク 2025年 1417万人（推計）
（2020年 1401万人）

・世帯数のピーク 2035年 724万世帯 （推計）
（2020年 702万世帯）

・少子高齢化、世帯の単身化

諮問の趣旨・概要①

IoT住宅

郊外団地
自動運転交通網

在宅テレワーク

１

コワーキングスペース

都営住宅の集会所等を
活用した居場所

東京都住宅政策審議会に対する第13号諮問の趣旨

都は、「未来の東京」戦略ビジョンで、コミュニティ、子ども、長寿の「３つのC」を戦略の柱に据えた

・住まいや地域が、テレワークといった
新たな働き方に対応していく必要

・コロナの感染リスクを避けつつ、
高齢者の居場所づくりを進めていく
必要

資料３



視点 課題・論点 横断的課題

居住者
・都営住宅を中核とし、民間住宅を含む重層的な住宅セーフティネット機能の強化

・人と人・社会をつなぐ居場所の創出

・区市町村

・関連行政分野

・関係団体

・民間事業者 等

これらとの連携が
重要

住宅ストック

・高経年ストックの増大が見込まれる分譲マンションについて、管理から再生まで切れ目のない支援

・適正管理、有効活用、発生抑制等の空き家対策の充実強化、既存住宅の活用・流通の活性化

・良質な住まいの誘導など、住宅市場の環境整備

産業・新技術、
持続可能な
住まい・まちづ
くりと地域

・５ＧやIoT等、新技術やテレワークなど多様な働き方について、住宅政策にどう活かすか

・環境に配慮した持続可能な住宅・住宅市街地の実現

・切迫性が高まる首都直下地震や昨今の風水害に備えた、災害に強く安全・安心な住まい・まちづくり

・公的住宅の建替えを梃子にしたまちづくりや、集約型の地域構造への再編など、地域に即した取組

検討の主な方向性・論点

２

諮問の趣旨・概要②

2040年代を見据え、成長と成熟が両立した未来の東京に相応しい
新たな住宅政策の展開について、ご意見を求める

諮問事項

「ポスト・コロナ社会」を見据え、目まぐるしい社会変容、変革の波を捉え、
明るい東京の未来の実現につなげていく必要



37 47 59 73 89 106 124 153 191 230 264 307 323 326 336 353 378 393 399 393 379 

707 
818 842 836 831 

864 879 871 
869 

870 
885 893 

920 935 928 897 847 805 768 735 
703 

225 

222 
240 256 239 

213 173 150 
142 

142 
148 

152 
158 156 149 142 

135 
129 

123 
117 

111 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

S35 40 45 50 55 60 H2 7 12 17 22 27 R2 7 12 17 22 27 32 37 42

万 年少人口（15歳未満） 生産年齢人口（15-64歳）

老年人口（65歳以上）

予測

968

1,087
1,141

1,167 1,162
1,183

1,186
1,177

1,206
1,258

1,316

1,352 1,401
1,417 1,413 1,392

1,360
1,327

1,290
1,245

1,192

(万人)

968

1,087
1,141

1,167 1,162
1,183

1,186
1,177

1,206
1,258

1,316

1,352

1,417 1,413 1,392
1,360

1,327
1,290

1,245
1,192

(万人)

968

1,087
1,141

1,167 1,162
1,183

1,186
1,177

1,206
1,258

1,316

1,352
1,413 1,392

1,360
1,327

1,290
1,245

1,192

(万人)

3

年齢階級別人口の推移

◇東京都の総人口は、2025年（令和7年）まで増加し、その後減少する。

◇高齢化が一層進行し、老年人口の割合は、2015年（平成27年）の22.7％から2025年には
23.0％、2060年には31.8％に上昇する。

（資料） R22までは総務省統計局「国勢調査」、総務局「東京都世帯数の予測」（平成31年3月発行）を基に作成
R27以降は政策企画局計画部による予測値

（備考）単位未満の四捨五入等により、内訳の合計が総数と一致しない場合がある

年齢階級別人口の推移（東京都）
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2025年（令和7年）にピーク
1417万人

諮問に関する背景資料
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家族類型別世帯数の推移

◇単独世帯の増加を背景に2035年（令和17年）まで増加し、その後減少する。

◇世帯別に見ると、単独世帯の割合が増加し、特に高齢単身者の割合が増加する。

2035年（令和17年）にピーク
724万世帯

（資料）R22までは総務省統計局「国勢調査」、総務局「東京都世帯数の予測」（平成31年3月発行）を基に作成
R27以降は政策企画局計画部による予測値

（備考）1. H2までは世帯の家族類型旧分類区分で記載。H22までの家族類型不詳世帯はその他に含む。
単独世帯の年齢不詳世帯は65歳未満世帯に含む。

2. 単位未満の四捨五入等により、内訳の合計が総数と一致しない場合がある。

家族類型別世帯数の推移（東京都）

諮問に関する背景資料



5

テレワークの導入率

（資料）テレワーク「導入率」緊急調査結果（東京都産業労働局）

諮問に関する背景資料
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◇都内の分譲マンションストックは約187万戸である。

◇築年数を経過したマンションが年々増加し、築40年以上のマンションは2018年（平成30年）に
比べ、2038年（令和20年）には3.5倍 に達する見込み。

分譲マンション新規着工戸数・着工累積戸数（東京都）

（資料）住宅・土地統計調査/総務省、住宅着工統計/国土交通省

（備考）1970（昭和45）年以前のストック集計は「平成１０年住宅・土地統計調査」による。

以降は、「住宅着工統計」による着工戸数を加算
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分譲マンションストックの状況と高経年化

諮問に関する背景資料
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空き家数・空き家率の推移、空き家数の内訳

◇空き家の総数はこの30年で2.0倍（41.1万戸→80.9万戸）に増加

◇空き家の種類別の内訳では、「賃貸又は売却用の住宅」が30年で2.2倍に増加

◇「その他の住宅」のうち、「共同住宅（非木造）」が一番多く、次いで「一戸建（木造）」が多い。

空き家の種類別の空き家数の推移（東京都）

（資料）平成30年住宅・土地統計調査／総務省

その他の住宅 建て方・構造別内訳
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諮問に関する背景資料
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◇都営住宅等ストック約26万戸のうち約8万5千戸は、昭和40年代以前に建設されており、順
次、改修、建替えを進めている。

都営住宅等の建設年度別ストックの状況

昭和49年度まで 約8万5千戸

都営住宅の建設年度別ストック

（資料）東京都住宅政策本部

（備考）平成25年度までは建設年度別の管理戸数、平成26年度以降は建設戸数

諮問に関する背景資料


